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令和６年度新潟県多面的機能支払制度第三者委員会 

議事概要 

 

１．日時 

令和６年９月 18 日（水曜日）１０：００～１２：００ 

 

２．場所 

新潟県自治会館第２研修室 

 

３．出席者 

別紙のとおり 

 

４．議事概要 

（１）令和５年度多面的機能支払交付金の取組状況について（資料１） 

 坪谷委員 

 ・令和４年度で 1 組織廃止してしまったのは、数 ha の小規模活動組織であり、交付

される活動交付金に対して、活動に取組むメリットが感じられないからだと思う。

小規模の活動組織は、隣の集落と広域化するなどしないと継続が難しいのが現状

だと思う。 

 

（２）取組の推進に係る活動状況について（資料２） 

＜「女性活躍推進」に向けた情報交換会＞ 

古澤委員 

・女性のエンパワーメントの後押しとして重要な活動だと思う。一方、農業農村の

中では、現状男性が（意思決定における）マジョリティーになっている。マジョ

リティーの意識の変化が伴っていかないと効果的には進んでいかないと思う。本

来は、性別に関係なく、個々の人が能力を発揮できる状況が多様な主体の参画で

あり、目指す方向だと思うので、女性のエンパワーメントと併せて、マジョリテ

ィーの方、特にリーダー層の意識の変容が伴っていくことが望ましいと思う。 

 

＜土地改良区との連携に関する調査＞ 

森井委員長 

・県内土地改良区のアンケート回答があった 53 のうち 49 の土地改良区が活動組織

と連携しているが、この結果を踏まえてどのように連携を進めていくのか、検討

が必要と思う。 
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坪谷委員 

・土地改良区の規模が大小様々ある中で、事務委託を受託できる土地改良区と人手

不足等で事務を受けきれない土地改良区がある。小さい土地改良区で事務を受け

るには、土地改良区自体も広域化する必要があると思う。 

・農地維持支払で農道や水路の維持をすれば、それだけ土地改良区の負担が減る。

土地改良区にとっても多面的機能支払交付金に携わり取組を推進することで、土

地改良区本体の出費を少なくすることができることも周知していくことも必要と

思う。 

 

古澤委員 

・土地改良区との連携は基本的に事務受託、技術的な関与を中心にその中で質を高

めていくのか、それ以外の側面の展開も含めた連携で進めていくのか、目指す方

向があった方がよいと感じた。 

 

（３）多面的機能支払交付金に関する国の動向（資料３） 

＜多面的機能支払交付金に関する国の動向について＞ 

古澤委員 

・土地改良区が事業主体になることが可能になる点について、これまで取り組まれ

てきた事務受託とは、また違った形になると思う。土地改良区が事業主体になる

と、意思決定が区に委ねられることで、一部では非農業者の意見を取り入れるこ

とや、様々な人が参加できる体制づくりなどの配慮がなされなくなる懸念があ

る。連携の調査を参考にして、今までの活動の良いところを引継ぎながら、効果

をより一層発揮できる体制づくりが必要だと思う。 

 

（４）新潟県多面的機能支払制度第三者委員会設置要領改正（案）（資料４） 

・意見なし 

 

 

 


